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　 　過去最高の分配金とは、合併来、 ヶ月換算の一口当たりの分配金に基づきます。過去最高の稼働率は、合併来の実績に基づきます。
　以下では、「 口当たり分配金」を「 」、「当期純利益口」（当期純利益を期末発行済投資口数で除した金額）を「 」という場合があります。
　一時差異等調整積立金を指します。

内部成長 金融コストは着実に逓減

資産規模　 物件

平均支払金利　 ％期中平均稼働率　 ％過去最高

口　 円

過去最高の分配金、過去最高の平均稼働率

当期純利益からの分配
積立金***の取崩し

期 期 期 期

当期純利益からの分配
積立金***の取崩し 口当たり分配金 円 業績予想比　 円 前期比　 円

単位：円

予想 予想当期
期 期

（期初予想）

取得余力（ 年 月末現在） 億円超

積立金 （ 期分配後） 億円

各種データ
賃料増減率　 ％

億円

物件を新規取得（計 億円）
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期決算実績（損益計算書ベース）

業績予想
発表

期
実績 差異 主な差異理由 期

実績 差異 主な差異理由

営業収益 （ 物件ベース）
期中平均稼働率

（ 物件ベース）
期中平均稼働率

▷通期保有物件等
稼働率上昇に伴う増収
礼金収入の増加等

（ 物件ベース）
期中平均稼働率

▷物件取得
期・ 期物件取得に伴う増収

　
▷通期保有物件等
稼働率上昇による賃料収入の増加

礼金収入等の増加

営業利益 減価償却費：
固都税等：　

減価償却費：
固都税等：

▷賃貸事業費用等
広告宣伝費他の減少

原状回復費や修繕費他の増加
▷一般管理費

増益に伴う資産運用報酬の増加
その他一般管理費の減少

△

△
減価償却費：
固都税等：

▷賃貸事業費用等
物件取得に伴う増加 

繁忙期に伴う手数料の増加 
修繕費や減価償却費等の増加 

▷一般管理費
資産規模拡大による資産運用報酬増加

△
△
△

△

経常利益
金融費用 ： 金融費用 ：

営業外収益の増加
金利低下による支払金利等の減少 金融費用 ：

営業外収益の減少
リファイナンス等による支払利息等の低減

△

当期純利益

当期純利益口 円 円 円
期末発行済投資口数

口 円 円
期末発行済投資口数

口

積立金 取崩額口 円 円 △ 円 期末積立金 残高： 億円 円 △ 円

口当たり分配金 円 円 円 円 円

総資産

単位： 百万円

金融費用は、借入金及び投資法人債に関する支払利息と融資関連費用の合計を記載しています。
「積立金」は一時差異等調整積立金を指し、当該期の分配に伴う取崩し後の残高を記載しています。

②第 期実績 ③第 期実績①第 期予想 ② - ① ② - ③

年 月 日～ 年 月 日



内部成長

レジディア芝浦
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稼働率・賃料増減率は順調に推移
稼働率

期中平均稼働率は、過去最高の ％

ポートフォリオ全体
都心主要 区
都心部
首都圏
政令指定都市等

期末時点

期中平均稼働率

期 期 期 期 期 期

期連続の上昇

ポートフォリオ全体の賃料増減率

通期で保有している物件を対象として、期首及び期末時点の坪単価を比較し算出しています。

期 期 期 期 期 期 期

賃料増減率
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賃料上昇トレンドは継続

戸数 比率 従前賃料 新規賃料 増減額 増減率

賃料増額 戸

賃料据置 戸

賃料下落 戸

計 戸

戸数 比率 従前賃料 新規賃料 増減額 増減率

賃料増額 戸

賃料据置 戸

賃料下落 戸

計

エリア別ネット増減率
都心主要 区 都心部 首都圏 政令指定都市等

賃料増減率

期 期 期 期 期 期

工事あり
工事なし

期 期 期 期 期 期

賃料増減率

入 替

更 新

入替 ％　更新 ％

期中に新規契約又は更新契約を締結したパススルー契約の住戸を対象としています。

％戸数割合 ％％％

増額賃料に占める 住戸による収益額の割合

更新時の賃料はゆるやかな上昇傾向

VU**住戸の収益貢献も確認
単位： 百万円

％

単位： 百万円

バリューアップ。なお、バリューアップ工事とは、仕様変更や間取り変更を伴う工事を指します。

エリア別ネット増減率
都心主要 区 都心部 首都圏 政令指定都市等 ％
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2017 Advance Residence Investment Corporation

エリア別入替賃料動向
都心部を中心に概ね堅調な動き

札幌エリア

福岡エリア

関西エリア
▲

名古屋エリア

首都圏 の動向

首都圏南部

首都圏北東部
▲

首都圏西部

第 期の入替賃料増減率

％

仙台エリア

城北

城西 城東

城南

東京 区に所在する物件を以下の エリアに分類し集計しています。
城東（千代田、中央、台東、墨田、江東、葛飾、江戸川）、城西（新宿、渋谷、杉並、中野）、
城南（港、品川、目黒、大田、世田谷）、 城北（文京、豊島、北、板橋、練馬、荒川、足立）、

東京 区

首都圏
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賃料の動向

全体
都心主要 区
都心部
首都圏
政令指定都市等

全体
シングル
コンパクト
ファミリー ラージ

賃料坪単価の推移
東京 区・コンパクトタイプを中心に賃料上昇が継続
エリア別 住戸タイプ別

シングル
コンパクト
ファミリー ラージ

都心主要 区
都心部
首都圏
政令指定都市等 ％

＊ 物件毎・住戸タイプ毎に 年 月期の成約賃料坪単価を算出し、既存テナントの賃料坪単価が 年 月期の水準まで変動したと仮定した場合の、
ポートフォリオ全体の賃料に与える影響度合いを指します。（ 年 月末時点で保有している物件のパススルー住戸のみを対象）

賃料上昇余地

期 期 期 期 期

賃料上昇余地の推移
マーケット賃料

ポートフォリオ賃料

ポートフォリオ
レントギャップ
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計画的な競争力の維持・向上

*成約戸数 戸 年 月 日現在 を対象に、 工事実施前の月額賃料から 工事実施後の初回成約に係る月額賃料に対する上昇率の平均を記載しています。

期 期 期 期 期 期 期 期 期 期 期

修繕費
大規模修繕工事
バリューアップ工事等

単位： 百万円キャッシュマネジメントに留意し、工事時期を分散しながら効率的なメンテナンスを実施
今後の予想

日常修繕工事等

実施戸数 ： 戸

成約戸数 ： 戸 年 月 日現在

成約賃料上昇率 ：

エリア・テナント特性を踏まえたキッチンや間取りに変更し、
積極的な賃料引上げを目指す工事

築 年を目処に、物件の屋上、外壁、エントランス等を修繕し、
建物の機能維持を目的とした工事

テナント退去時の水周り設備や壁紙の交換等の工事

物件数 ： 件

工事金額 ： 百万円

平均工事金額 ： 百万円件

バリューアップ工事
合併来実績

合併来実績

一級建築士事務所登録
運用会社として初の事務所登録
建築士による専門的、効率的な管理運営体制を構築
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大規模修繕工事
年 月期　実施件数： 物件　工事総額： 百万円

外壁とエントランス内部を共に刷新し、デザイン性を強調

　 レジディア新川　築 年

エントランスの意匠変更を行い、重厚感をアップ

　 レジディア自由が丘　築 年
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バリューアップ工事

月額賃料の上昇割合は、 年 月 日時点で成約済みの 戸について、前契約賃料に対する割合を掲載しています。

想定回収期間は、成約賃料と原状回復工事時想定賃料の差額を基にした、 費用（工事金額から原状回復工事相当額や経年に伴う設備交換工事相当額を除いた金額）の回収期間を指します。

～ 年 月期実施例～

物件 室の工事を実施　月額賃料平均

レジディア芝浦

築年数 ： 年
住戸タイプ ：
工事金額 ： 百万円

月額賃料 ：
（想定回収期間 　 年）

レジディア目白

築年数 ： 年
住戸タイプ ：
工事金額 ： 百万円

月額賃料 ：
（想定回収期間 　 年）
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鑑定評価の推移

含み益　 億円 含み益率：

算定価格 百万円 鑑定 百万円 直接還元利回り 参考 含み損益 百万円

期末 前期差異 期末 前期差異
前期差異内訳 期末 前期差異 実績

利回り
帳簿価格 算定価格と

の差額賃貸収支 ER再取得

都心主要 区 △ △

都心部 △ △

東京 区 △ △

首都圏 △ △ △ △

政令指定都市等 △ △ △ △

全　体 △ △ △

期末　鑑定評価サマリ

期取得物件は取得時鑑定価格を前回算定価格として採用。　 鑑定 を構成する項目のうち、修繕費を除く鑑定 の変動を「賃貸収支」として、 再取得に伴う修繕費及び資本的支出の変動を「 再取得」として集計しています。

物件数 前期差異

上昇
据置
下落 △
計

評価額が下落した物件のうち、
再取得に伴い費用が増加した物件

物件

含み損のある物件
物件（△ 百万円）

算定価格の動向

（単位：百万円）

年上期 年下期 年上期 年下期 年 月期 年 月期 年 月期 年 月期 年 月期 年 月期 年 月期 年 月期 年 月期 年 月期 年 月期 年 月期 年 月期 年 月期 年 月期

簿価 利回り
鑑定直接還元利回り

直接還元利回りの推移

キャップレートは過去最低水準を更新
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メモ



外部成長

レジディア芝浦
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新規取得物件

16
*2017/7期年換算NOIを期末時点の簿価で除して算出しています。**鑑定評価書における年間NOI 及び2017/7期年換算償却費を基に算出しています。

期　取得実績 物件　 億円

都心部 都心部 政令指定都市等 合計平均
取得価格 百万円 百万円 百万円 百万円
利回り

償却後利回り
賃貸可能戸数 戸 戸 戸 戸
竣工年月 年 月 年 月 年 月

築年数 年 年 年 年

スポンサーからの取得 第三者との相対取引による取得

レシディア高円寺 レシディア亀戸 レシディア千里藤白台
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スポンサーパイプラインの着実な積み上げ
計 物件　想定規模約 億円

東京 区を中心としたスポンサーパイプライン

件数 総戸数 想定規模
都心主要 区 物件 戸 億円
都心部 物件 戸 億円
首都圏 物件 戸 億円

政令指定都市等 物件 戸 億円
計 物件 戸 億円

（うち建築確認前案件　 物件　 億円）

伊藤忠グループの開発案件

（ 年 月末現在） 竣工済み 年度竣工予定 年度竣工予定

スポンサー物件は毎年度着実に竣工予定
（単位：億円）

億円

億円

億円

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～
スポンサーグループ マーケット

合併来の取得実績

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～
都心主要 区 都心部 首都圏 政令指定都市等

厳選投資

物件情報数は減少傾向継続
積極的に取得

（単位：件数）



財務戦略

レジディア吉祥寺
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安定的な財務基盤の構築
年 月期　借換実績基本情報

年 月期　トピックス

長期化及び金融コストの低減を重視

コントロール
鑑定 以下、かつ総資産 以下で運用

期 期 期 期 期 期 期

総資産
鑑定

％

％

％ ％
％ ％

億円

年

返済 調達

平均支払金利

平均調達年数

億円

年

総額

格付け　 （安定的）　 （安定的）

％

期末 期末 前期末比

借入金 億円 億円 ▲ 億円

投資法人債 億円 億円 億円

合計 億円 億円 ▲ 億円

①投資法人債を機動的に発行

総額 億円　 年の資金を で調達

②新規レンダー 社を新たに招へい
株式会社かんぽ生命保険

信金中央金庫
（ 年 月調達予定）
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長期安定的な財務体質

※ 短期借入金は除きます。

期末 期末 期末 期末 期末 期末

固定金利 変動金利

固定化

期末 期末 期末 期末 期末 期末

平均支払金利平均調達金利

※ 期中調達については、各期末現在の残高及び適用金利を基に記載しています。

期
調達

期
調達

期
調達

期
調達

金融費用の逓減

期
調達

平均調達年数

期末 期末 期末 期末 期末 期末

平均残存年数

期
調達

※期中調達については、各期末現在の残高及び調達年数を基に記載しています。
※平均残存年数の算出にあたり、分割約定返済は考慮していません。

期
調達

期
調達

期
調達

長期化

期
調達

各期返済有利子負債の平均支払金利

借入金 投資法人債

期
年 月

期
年 月

期
年 月

期
年 月

期
年 月

期
年 月

期
年 月

期
年 月

期
年 月

期
年 月

期
年 月

期
年 月

期
年 月

期
年 月

期
年 月

期
年 月

期
年 月

期
年 月

期
年 月

期
年 月

期～
年 月～

期あたり上限目標　 億円

有利子負債返済期限の分散化 期末現在

年 月期平均調達金利
単位：億円

現契約上の借入可能期間は 年 月までとなります。但し、毎年の更新により借入可能期間の残存期間 年以上 年以下を維持していく方針です。

コミットメントライン 　 億円



分配金戦略
業績予想

レジディア麻布十番Ⅱ
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積立金の取崩しについて

合併で生じた負ののれん発生益による剰余金（一時差異等調整積立金）を、予め定めた取崩し方法に従って 年以内に全額取崩しを行うことが必要とされました。
最終的な支払分配金の額は、当該時点における業績（繰越利益の水準を含みます）、財政状態、手元資金の状況、将来の見通し等の要素を総合的に勘案して、本投資法人の役員会の承認に基づいて決定されます。

毎期 口当たり 円以上を取り崩して分配

期（ 年）の均等取り崩し
年 月期より取り崩し開始

億円
（取り崩し開始前　 億円）

期分配後

均等取り崩し方針

安定分配に向けた取り組み

円
追加の取崩し

分配金 円まで追加で取り崩す方針

（取崩し総額 億円）
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期 期業績予想（損益計算書ベース）

期
実績

期
業績予想 差異 主な差異理由 期

業績予想 差異 主な差異理由

営業収益 （ 物件ベース）
期中平均稼働率

（ 件ベース）
期中平均稼働率 △

▷物件取得
期取得物件に伴う増収

▷通期保有物件等
非繁忙期に伴う前提稼働率の影響
非繁忙期に伴う礼金収入等の減収

　

△
△

（ 物件ベース）
期中平均稼働率

▷通期保有物件等
繁忙期に伴う礼金収入等の増加　

営業利益 減価償却費：
固都税等：

減価償却費：
固都税等：　

△

▷賃貸事業費用
期取得物件に伴う増加

非繁忙期に伴う賃貸事業費用の減少
減価償却費及び固都税の増加

▷一般管理費
投資主総会関連費用等の増加等

△

△

△

減価償却費：
固都税等：　

△

▷賃貸事業費用
繁忙期に伴う賃貸事業費用の増加
減価償却費及び固都税の増加

▷一般管理費
消費税差損の増加等

△
△

△

経常利益
金融費用 ： 金融費用 ：

△ 受取補償金等の減少
負債の返済や借換に伴う支払利息の減少等

△
金融費用 ：

リファイナンスによる支払利息の低減等

当期純利益 △

当期純利益口 円 円 △ 円
期末発行済投資口数

口 円
期末発行済投資口数

口

積立金 取崩額口 円 円 円 期末積立金 残高： 億円 円 期末積立金 残高： 億円

口当たり分配金 円 円 △ 円 円

総資産 △

単位： 百万円

金融費用は、借入金及び投資法人債に関する支払利息と融資関連費用の合計を記載しています。
「積立金」は一時差異等調整積立金を指し、当該期の分配に伴う取崩し後の残高を記載しています。

② - ① ② - ③①第 期実績 ②第 期予想 ③第 期予想
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今後 ～ 年間の 成長
　 押し上げ効果　～ 円程度

本ページの内容は、発行済投資口数が 口より変化がないことを前提としており、いずれも一定の仮定のもとに本投資法人が算出した試算値です。
　消費増税の から への増税、 期までの修繕及び減価償却費等を基に算出しています。
　 期末現在の賃料ギャップ及び平均入居期間等を基に、 期までに想定される影響額を算出しています。
　 期までに調達予定の借入金等を、平均調達金利約 で調達することを前提として算出しています。　
　 期末想定の総資産及び有利子負債額を前提に、今後 年程度で想定される物件取得金額 億円及び借入金等の想定調達金利を考慮し算出しています。

業績予想 当面の目標水準

取得余力の活用
～ 円

賃料ギャップの解消
～ 円

当期純利益口 からの分配
積立金の取崩しによる分配

金融コストの低減
～ 円円

租税公課等の増加
△ ～ 円程度

消費増税　　　　　～△ 円
減価償却費の増加　～△ 円
固都税費用化等　　～△ 円

円

期・ 期

円

円～

取得余力 億円超のうち

億円の取得を想定



参考資料

レジディア芝浦
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アドバンス・レジデンスの強み

26

安定分配のディフェンシブ

億円

億円

住宅系
最大 の資産規模

最大 の積立金

長期 固定 分散による安定性

（ 期分配後）

資産運用会社調べ： 年 月 日現在における各住宅系 の開示資料に基づきます。



投資エリア 築年数 徒歩分数

Advance Residence Investment Corporation

Advance Residence Investment Corporation

住宅系 最大 のポートフォリオ

簿価 利回り：年換算 期末簿価で算出。年換算 は 期の実績 を運用日数に応じて年換算。
　 簿価償却後利回り： 年換算 年換算減価償却費 期末簿価で算出。

簿価利回り

都心主要 区

都心部

首都圏

政令指定都市等

簿価 利回り 簿価償却後利回り

ポートフォリオ全体

簿価 利回り

簿価償却後利回り

（取得価格ベース） （取得価格ベース）

ドミトリー

住戸タイプ

シングル コンパクト　

店舗・事務所

（戸数ベース）

（取得価格ベース）

資産運用会社調べ： 年 月 日現在における各住宅系 の開示資料に基づきます。

東京 区 加重平均築年数 年

契約主体

賃料保証契約には、パススルー契約で一棟賃貸中の物件の住戸を含んでいます。
学生マンション契約は学生寮及び学生マンションの契約割合を示しています。

（戸数ベース）

パス・スルー型
駅徒歩 分以内

物件数 賃貸可能面積 賃貸可能戸数 資産規模

年 月 日現在　 物件　 ㎡　 戸 億円
（取得価格ベース）

賃料帯

万円未満　

万円未満
万円以上

（戸数ベース）

万円未満



ポートフォリオ全体 都心主要 区 都心部 首都圏 政令指定都市等

期 期 期 期 期 期

都心主要 区
都心部
首都圏
政令指定都市等

Advance Residence Investment Corporation

Advance Residence Investment Corporation

確かな歩み　確かな成長
長期安定的な利益分配の実現に向けて

都心主要 区

首都圏

政令指定都市等

都心部

全体

＊簿価 利回りは、各期末時点保有物件の期中 を運用日数に応じて年換算して合計し、各期末時点の簿価合計で除して算出しています。
＊償却後利回りは、各期末時点保有物件の期中 から期中減価償却費を控除し、運用日数に応じて年換算した合計を、各期末時点の簿価合計で除して算出しています。

（第 期）（第 期） （第 期） （第 期）

年 月 日現在

賃貸可能戸数

物件数 物件

戸

億円

物件

戸

億円

物件

戸

億円 億円

物件

戸

億円

（第 期）

期中平均

（第 期）（第 期）（第 期） （第 期）
期 期 期 期

期末稼働率

（第 期）
期 （第 期）

期

（第 期）

物件

戸

物件

戸

億円

期 期 期 期 期 期

簿価 利回り
簿価償却後利回り



期 期 期 期 期 期

口

Advance Residence Investment Corporation

単位：円口

　　

＊ 算出にあたっては、金利スワップによる固定化効果反映後の支払金利をもとにしています。

単位：円

＊「 各期末現在の純資産額 各期末現在の含み損益 各期に係る支払分配金総額 各期末発行済投資口数」で算出しています。
（第 期） （第 期）（第 期） （第 期）

期 期 期 期 期 期

平均残存年数
固定化比率

平均支払金利

（第 期）

期 期 期 期 期 期

総資産
鑑定

%

％％

第 回
公募増資

（第 期）

当面は鑑定 以下、かつ総資産 以下で運用

期 期 期 期 期 期 期

当期純利益からの分配
積立金の取崩し

円 円
うち

ネット売却益
円

円

（予想）

円
円

円円
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堅調な賃貸運営

募集経費
礼金 募集経費

礼金
単位：ヶ月

収入

支出

季節要因あるも、募集経費は低減傾向
募集関連収支

期期 期 期 期 期期 >>>

>>>
>>>

更新率・平均入居期間

期 期 期 期 期 期

更新率
平均入居期間 月
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住宅における内部成長の実現

指数とは各期における新規契約の月額賃料・共益費収入に礼金の収受 ヶ月按分 を加え、募集経費 ヶ月按分 を除いた数値をポートフォリオ（ 物件）面積に応じて加重平均し、第 期を として指数化したものです。
上記表においては第 期より継続保有している物件のうち、①礼金収入や募集経費が、収支に反映されない賃料保証型の物件や 棟貸しの物件、②礼金慣習のない外国人向け賃貸物件を除いた 物件を対象としており、対象となる新規契約の件数は、

　　　　第 期： 件、第 期： 件、第 期： 件、第 期： 件、第 期： 件、第 期： 件、第 期： 件、第 期： 件、第 期： 件、第 期 件、第 期 件、第 期 件、第 期 件、第 期 件です。

＝新規契約月額賃料＋ 礼金 募集経費 ヶ月　

×

内部成長

稼働率の向上

新規契約賃料の上昇、募集関連収支の改善

の上昇

指数は、同じく繁忙期である前年同期に比べ 上昇
実質的な賃料水準は引き続き上昇傾向

第 期 第 期 第 期 第 期 第 期 第 期 第 期 第 期 第 期 第 期 第 期

期中平均稼働率指数
（ 対象物件の期中平均稼働率）

（ ）（ ） （ ） （ ） （ ）（ ）（ ） （ ）（ ） （ ）
第 期

（ ） （ ）
第 期

（ ）（ ）
第 期

期 期 期 期 期 期 期 期 期 期 期 期 期 期

指数
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全国主要都市　人口流入データ

単位：人

年齢別転入超過数

東京都
20代での転入傾向が顕著

若年層の賃貸需要

シングル・コンパクト

投資割合

※東京 区のシングル・
　　　　コンパクトタイプの戸数割合

出典：総務省統計局住民基本台帳移動報告（ 年度版）

　　
　　

歳未満
歳以上

歳未満
歳以上

歳未満 歳以上

　　
　　

　　
　　

各都市の転入超過数

投資対象エリアへの人口流入は継続
東京 区

政令指定都市等

首都圏投資割合 投資割合

出典：総務省統計局住民基本台帳移動報告（日本人移動者）（ 年度版）

横浜市

投資割合

単位：人単位：人

単位：人

東京 区

　　
　　

札幌市 仙台市 名古屋市 京都市 大阪市 福岡市

年 年 年 年
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全国主要都市　賃貸住宅供給データ

出典：国土交通省総合政策局　情報政策課　建設統計室「住宅着工統計」（貸家鉄筋コンクリート造・鉄筋鉄骨コンクリート造共同建て）（ 年次）

単位：戸の主要投資エリアでは、急激な着工増加は発生していない

東京 区 政令指定都市等

首都圏

投資割合

投資割合

投資割合

東京特別区部

横浜市

札幌市 仙台市 名古屋市

京都市 大阪市 福岡市

新設住宅着工戸数
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ポートフォリオの構築方針

間取り ～ ㎡ ～ ㎡ ～ ㎡ ～ ㎡ ～ ㎡ ～ ㎡ ～ ㎡ ㎡

～

、 、
、
、 、 等
、 、 等
、 、 等及び居室が 以上あるもの

シングル・タイプ 主に単身者向けの住戸
コンパクト・タイプ 主に単身者及び小規模家族 ～ 人 向けの住戸
ファミリー・タイプ 主にファミリー向けの住戸
ラージ・タイプ 主に外国人向けの住戸

ドミトリー・タイプ 浴室や洗濯機置場がなく、物件内の共用施設 共同浴場・ランドリー等 の利用によって賄われる住戸を指します。
なお、ライフ＆シニアハウス港北 、ココファン日吉及びカレッジコート田無は物件の特性を考慮し、ドミトリータイプとして分類しています。

住戸タイプ 投資比率＊
シングル・タイプ ～
コンパクト・タイプ ～
ファミリー・タイプ ～
ラージ・タイプ ～

住戸タイプ 投資比率＊
ドミトリー・タイプ 上限

投資対象エリア＊ 投資比率＊

東京 区
～都心主要 区

都心部（都心主要 区を除く東京 区）

その他地域
～首都圏（東京 区を除く）

政令指定都市及びこれに準ずる都市

＊注記

東京 区のうち、港区、千代田区、渋谷区、
新宿区、目黒区、世田谷区、品川区を
都心主要 区とし、都心主要 区を除く

　 東京 区を都心部として分類します。
　 その他地域とは、東京 区を除く首都圏
　 東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県の 都 県
　 をいいます。 、政令指定都市及びこれに
　 準ずる存する都市を指します。

比率は、取得価格ベースとします。

比率は、賃貸可能面積ベースとします。

住戸タイプの定義

投資対象エリアと投資比率

住戸タイプとしては、上記タイプの他に下記ドミトリー・タイプにも投資をします。
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良質なポートフォリオの形成

合併時

物件売買後

＊ 　取得資産の加重平均 利回り 取得資産の取得時点の鑑定評価書上の年間 の合計 取得価格の合計

＊ 　売却資産の加重平均 利回り 売却資産の直近期実績 の合計（年換算） 取得価格の合計

＊ 　取得時点及び売却時点の各物件の築年数を取得価格で加重平均しています。
　　　
＊ 　年換算 期末簿価で算出しています。

年換算 は 期中の実績 の合計を運用日数に応じて年換算しています。

＊ 　合併時保有していた保有資産を まで保有したと仮定した場合の加重平均築年数を記載しています。

＊ 　「スポンサーグループ」とは、本資産運用会社のメインスポンサーである伊藤忠商事株式会社及びそのグループ会社をいいます。
＊ 　「スポンサーグループ」からの物件取得の内訳は、開発物件が 物件取得価格合計 億円、その他（ウェアハウジング含む）が
　　　 物件 億円です。なお、「その他（ウェアハウジング含む）」とは、スポンサーグループが開発を行っていない物件をいい、
　　　本投資法人がスポンサーである伊藤忠商事株式会社に対してウェアハウジング（本投資法人が直ちに不動産等を取得できない
　　　場合等において、スポンサーが一時的に不動産等を取得及び保有することをいいます。）を依頼した物件を含みます。
＊ 　「ブリッジファンド」とは、本投資法人が匿名組合出資持分を保有する匿名組合の営業者であって、本投資法人がその運用資産に係る
　　　優先交渉権を取得しているものをいいます。

合併来の
ユニット推移 戸 シングル コンパクト ファミリー ラージ ドミトリー その他 合計

都心主要 区 △ △ △

都心部
東京 区 △

首都圏 △ △ △ △
政令指定都市等

その他地域 △ △

合計 △ △

＊簿 価 利 回 り

年＊ 年築 年 数

合併時 物件売買後

収益力の向上と築年数の低下を実現

シングルタイプを中心に取得

合併来
物件取得実績

スポンサー
グループ＊ ＊

ブリッジ
ファンド＊ マーケット 合計

物件数 物件 物件 物件 物件

取得価格合計 億円 億円 億円 億円

取得割合

バランスのとれたソーシング力

合併来物件売買実績 取得資産 売却資産

売買物件数 物件 物件

取得価格合計 億円 億円

加重平均 利回り ＊ ＊

加重平均築年数＊ 年 年

合併来の物件売買実績

住戸タイプ別投資比率（賃貸可能面積ベース）

シングル

現在
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シニア物件の取得方針

（出典： 現在の㈱学研ココファン より運用会社作成）

年 年 年 年 年 年 年

全国 札幌市 仙台市
東京 区 横浜市 名古屋市
京都市 大阪市 福岡市

出典：国立社会保障・人口問題研究所　日本の地域別将来推計人口（ 年 月集計）

歳以上の人口は増加する見込み

サービス付き高齢者向け住宅

特別養護老人ホーム
介護老人保健施設

万円以上
～ 万円
～ 万円
～ 万円

～ 万円

～ 万円

～ 万円

～ 万円

有料老人ホーム

シルバーハウジング
（公益住宅）
養護老人ホーム

健常～虚弱 軽度要介護 重度要介護自立度

自己負担可能額
（月額生活費）

高

中

低

拡大するシニアマーケット

（ 年 として指数化）

取得方針

■物件タイプの厳選 
サービス付き高齢者向け住宅は、通常
の賃貸住宅へのコンバージョンも可能
で、かつ入居一時金や賃料負担率が低
いため安定した運用が望める。 

■利回りの目線 
オペレーショナルリスクや入居一時金
に応じて、一定のリスクプレミアムを
付加する。昨今はシニア物件の取引価
格が高騰しており、無理な取得は回避
する方針。

ココファン日吉

保有物件

期簿価 利回り　

エリア 首都圏

所在地 神奈川県横浜市

取得価格 百万円

賃貸可能戸数 戸

オペレーター ㈱生活科学運営

ライフ＆シニアハウス港北

期簿価 利回り　

　～取得にあたり、以下の点を評価～　
項目 評価点 具体例

エリア 住宅との親和性の高いロケーション
横浜市営地下鉄グリーンライン
「日吉本町」駅徒歩 分

物件特性 多重的な医療サービスを提供できる付帯施設 デイサービス、訪問介護、薬局
居宅介護支援事業所、クリニック等

契約形態 低い一時金と適切な賃料負担率 入居時費用は敷金 ヶ月のみ

規模 投資基準（ 億円以上）に合致 取得価格： 百万円

オペレーター サービス付き高齢者向け住宅の先駆的企業かつ
東証一部上場企業のグループ会社 ㈱学研ココファン　サ高住運営数： 施設
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学生寮・学生マンションの運用

※　簿価 利回り＝ 期実績 の年換算 期末簿価

保有物件数 簿価 利回り※ 稼働率（住宅部分） 総賃貸可能戸数 取得価格合計 投資比率

物件 （賃料保証型のため） 戸 百万円

現在

レジディア志村坂上

所在地 東京都板橋区

竣工年月 年 月

レジディア高島平

所在地 神奈川県
横浜市

竣工年月 年 月

レジディア大倉山

所在地 東京都板橋区

竣工年月 年 月

簿価 利回り　

東京・スチューデントハウス和光

所在地 京都府京都市

竣工年月 年 月

レジディア今出川

所在地 東京都板橋区

竣工年月 年 月

レジディア志村坂上

所在地 東京都西東京市

竣工年月 年 月

カレッジコート田無

簿価 利回り

簿価 利回り

簿価 利回り　

レジディア志村坂上

簿価 利回り　 簿価 利回り　

簿価 利回り　

簿価 利回り　
所在地 東京都板橋区

竣工年月 年 月

レジディア広瀬通
簿価 利回り　

所在地 宮城県仙台市

竣工年月 年 月

所在地 東京都目黒区

竣工年月 年 月

レジディア中目黒

所在地 東京都
世田谷区

竣工年月 年 月

簿価 利回り　

所在地 東京都北区

竣工年月 年 月

レジディア王子

簿価 利回り　

レジディア駒沢

簿価 利回り　

レジディア新板橋

所在地 東京都板橋区

竣工年月 年 月

簿価 利回り　

レジディア神戸ポートアイランド
簿価 利回り　

所在地 兵庫県神戸市

竣工年月 年 月
年 月

レジディア京都岡崎
簿価 利回り　

所在地 京都府京都市

竣工年月 年 月

レジディア岡山駅前
簿価 利回り　

所在地 岡山県岡山市

竣工年月 年 月

レジディア相模原
簿価 利回り　

所在地 神奈川県
相模原市

竣工年月 年 月

レジディア荻窪

所在地 東京都練馬区

竣工年月 年 月

レジディア練馬
簿価 利回り　

簿価 利回り　
所在地 東京都杉並区

竣工年月 年 月

通常の賃貸マンションと仕様はほぼ同様。 
主として学生を新規入居者対象とした一般賃貸マンションを指します。 計 物件計 物件

朝夕食事付きの 
学生寮

所在地 埼玉県和光市

竣工年月 年 月

学生マンション運営型ドミトリータイプ
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経年に伴う競争力の下落抑制に向けた取組み

アットホーム 株 の成約事例データを用いて、 株 三井住友トラスト基礎研究所が、賃料モデルを年次別築年数別に構築して算出した理論賃料を指数化。
　専有面積が、 ㎡以上 ㎡未満の住戸を指します。

競争力の下落による収益力の低下懸念 テナントニーズに対応した良好な住環境の形成

新築物件の供給 設備の性能低下

物理的な品質低下 テナントニーズの変化

建物維持管理 計画的な設備投資の実施

課 題 対 策

日常修繕 設備点検 日常清掃 共有部大規模修繕 専有部改修

理
論
賃
料
指
数

築 年 数
築 年 築 年 築 年 築 年 築 年 築 年

年～ 年シングル成約賃料指数
年～ 年シングル 成約賃料指数 賃料下落がなだらかに

中長期的な管理計画に基づき、競争力の維持・向上を目指す

長期保有前提
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経年に対する取組みの効果
適切な対策を行うことにより競争力を維持

築 年

専有部
バリューアップ 工事
工事費： 千円 戸

競争力維持への取組み
■ レジディア芝浦 築 年

共用部修繕工事
工事費： 百万円

工事効果検証

専有部
バリューアップ 工事
工事費： 千円戸

■ レジディア吉祥寺 築 年

共用部修繕工事
工事費： 百万円

築 年

築 年 築 年

年に成約した住戸の坪単価の平均を として指数化

年に成約した住戸の坪単価の平均を として指数化

築 年

原状回復住戸 住戸（新規成約 住戸 再契約分

原状回復住戸 住戸（新規成約 住戸 再契約分

築 年
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サステナビリティに関する取組み
多種多様な取り組みを通じ、中・長期的な資産価値を維持・向上
環境への配慮

LED照明の導入 
省エネ啓蒙ポスター掲示 
大規模修繕工事実施 
地域の清掃活動等への参加

LED証明導入例

社会への貢献

寄付型自販機の設置 
AEDの設置 
学生コンペ実施

設置例

入居者サービスの展開 
防災マップの掲示 
防災グッズの配布

防災グッズ例（ ）テナント満足度の向上

（ ）地域社会への貢献

ガバナンス
コンプライアンス及びリスク管理体制の整備 
運用実績に連動した資産運用報酬体系の導入 
積極的な情報開示

（ ）従業員の啓蒙及び満足度向上
各種研修の実施 
働き方改革実施 
福利厚生の充実

研修実施例

清掃活動実施例

業績あるいは１口当たり利益に連動する報酬運用資産残高に連動する報酬

投資主とのセイムボート

NOI※1連動総資産額連動 調整後EPU※2 連動報 酬 I 報 酬 II 報 酬 III

　※1  NOI＝不動産賃貸事業収入合計から不動産賃貸事業費用合計（減価償却費及び固定資産除却損を除く）を控除した金額 
　※2  調整後EPU＝報酬IIIの金額を控除する前の当該営業期間に係る当期純利益 / 当該決算日における発行済投資口数

(報酬 I + II) × 調整後EPU × 0.008%NOI※1 × 3.00%総資産額（前期末） × 0.20%
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サステナビリティに関する取組みによる評価
複数の高評価を取得　投資主価値の更なる向上を図る

ジャパン セレクト・リーダーズ指数組入れ
住宅系 として唯一組み入れ

認証取得
物件 にて取得

レジデンス版認証取得物件数

年 月末現在における株式会社日本政策投資銀行公表資料等を基に、本資産運用会社にて集計
レジディア西麻布、 レジディアタワー目黒不動前、 レジディアタワー麻布十番、 パークタワー芝浦ベイワード　アーバンウイング、 レジディアタワー上池袋、 パシフィックロイヤルコートみなとみらい　オーシャンタワー、 レジディア泉

リアルエステイト評価 グローバル不動産サステナビリティ・ベンチマーク とは、欧州の年金基金グループが創設した不動産会社・
運用機関のサステナビリティ配慮を測るベンチマークで、欧米・アジアの主要機関投資家が投資先を選定する際等に活用しています

年に住宅系 として初めて参加
年に続き、 年も「 」を取得

リアルエステイト評価取得 格付け取得

ジャパン トップ 指数構成銘柄の中から、 評価に優れた企業を選別して構成される指数です。
本指数は、年金積立金管理運用独立行政法人のパッシブ運用を行う際の 指数に選定されています。

年 月に以下 物件にて新規取得

運用会社として唯一且つ初の取得

レジディアタワー麻布十番 レジディア泉

DBJ   BCM格付
2016

防災・減災や事業継続への取り組みを行っている先進的な企業等を評価する格付けサービスです。
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246物件でブランド展開

RESIDIAウェブサイト 
http://www.residia.jp

レジディアカスタマーサポート 
～レジディアはいつもあなたの暮らしのそばに～ 

24時間365日対応の入居者専用のサポートデスクを設置

MOVING STYLE 
～レジディアなら住み替えも自在～ 

入居者が別のレジディアに転居する場合の特典を用意

RESIDIA SUPPORT α 
～素敵な人生のために、あなたの毎日をご優待～ 

リゾート、ショッピング等全国の施設やサービスを優待価格で提供

よりよい住環境を生み出すサービス
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有利子負債
億円

設定先 期間 極度額

三井住友信託銀行株式会社
株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行
株式会社みずほ銀行

年 億円

コミットメントライン契約の概要

年 月 日現在メガバンク・ 信託銀行を含む、 社のレンダー構成

借入先 借入残高
億円

割合

三井住友信託銀行株式会社
株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行
株式会社みずほ銀行
株式会社三井住友銀行
株式会社日本政策投資銀行
三菱 信託銀行株式会社
みずほ信託銀行株式会社
株式会社あおぞら銀行
株式会社りそな銀行
農林中央金庫
株式会社福岡銀行
株式会社新生銀行
太陽生命保険株式会社
株式会社西日本シティ銀行
株式会社山口銀行
東京海上日動火災保険株式会社
三井住友海上火災保険株式会社
日本生命保険相互会社
株式会社群馬銀行
株式会社伊予銀行
株式会社七十七銀行
株式会社香川銀行
株式会社東京都民銀行
株式会社広島銀行
株式会社中国銀行
株式会社京都銀行

合計 社

年 月 年 月 年 月 年 月 年 月 年 月 年 月 年 月 年 月 年 月 年 月

年
第 回債
億円

年
第 回債
億円

第 回債
億円

第 回債
億円

第 回債
億円

第 回債
億円

年
第 回債
億円

第 回債
億円

年
第 回債
億円

第 回債
億円

第 回債
億円

第 回債
億円

第 回債
億円

年
第 回債
億円

年
第 回債
億円

投資法人債の発行実績

　第 回債は 年 月に、第 回債は 年 月に、第 回債は 年 月に、第 回債は 年 月にそれぞれ償還済みです。

新たに2レンダーを招へい予定
新規レンダー 招へい時期

株式会社かんぽ生命保険
信金中央金庫 年 月



Advance Residence Investment Corporation

Advance Residence Investment Corporation

投資口価格の推移

＊ 東証 指数及び東証 住宅指数は、 年 月 日の値をアドバンス・レジデンス投資法人の同日の終値 円として指数化しています。

投資口価格
東証 住宅指数
東証 指数

主要指標 末 末 末 末 末 末 末 末 末 末 末 末 末 末
時価総額
＠期末終値

億円
円

億円
円

億円
円

億円
円

億円
円

億円
円

億円
円

億円
円

億円
円

億円
円

億円
円

億円
円

億円
円

億円
円

日次投資口
平均取引出来高 億円 口 億円 口 億円 口 億円 口 億円 口 億円 口 億円 口 億円 口 億円 口 億円 口 億円 口 億円 口 億円 口 億円 口

総資産

口当たり ※ 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

※ 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

インプライドキャップレート

円※ 各期に係る支払分配金の額を控除して算出しています。

合併時 第 期末 第 期末 第 期末 第 期末 第 期末 第 期末 第 期末 第 期末 第 期末 第 期末 第 期末 第 期末 第 期末 第 期末

日銀による
投資口の買入が発表
年 月 日

第 回公募増資ローンチ
年 月 日

投資口価格： 円

合併効力発生日
年 月 日

第 回公募増資ローンチ
年 月 日

投資口価格： 円

第 回公募増資ローンチ
年 月 日

投資口価格： 円

第 回公募増資ローンチ
年 月 日

投資口価格： 円

第 期末
年 月末

投資口価格： 円

第 回公募増資ローンチ
年 月 日

投資口価格： 円
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投資主構成
外国法人の保有口数が増加

（ 期）（ 期） （ 期）（ 期） （ 期） （ 期）

　投資主名（上位 社） 保有口数 保有割合
　日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）

　日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）

　資産管理サービス信託銀行株式会社（証券投資信託口）

　野村信託銀行株式会社（投信口）

伊藤忠商事株式会社

資産管理サービス信託銀行株式会社（金銭信託課税口）

合計

第 期 第 期 第 期 第 期 第 期 第 期 第 期 第 期

金融機関（証券会社含む） その他国内法人 外国法人等 個人その他

期 投資主数 保有口数
投資主数 前期末差異 口数 前期末差異 比率

金融機関 △ △
信託銀行 △

地方銀行 △ △

生命保険
証券会社 △ △

損害保険
信用組合・農協他

信用金庫 △ △

都市銀行
その他国内法人 △ △

外国法人等 △

個人その他 △ △

合計 △

（ 期） （ 期）
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貸借対照表
（単位：千円）

当期
（ 年 月 日）

　 負債の部 　 　
　 　 流動負債 　

営業未払金
年内償還予定の投資法人債
年内返済予定の長期借入金
未払金
未払費用
未払消費税等
前受金
その他
流動負債合計

　 　 固定負債　　
投資法人債
長期借入金
預り敷金及び保証金
信託預り敷金及び保証金
固定負債合計

　 　 負債合計

　 純資産の部
　 　 投資主資本

出資総額
剰余金
出資剰余金
一時差異等調整積立金
当期未処分利益又は当期未処理損失 △

剰余金合計
投資主資本合計

　 　 純資産合計
　 負債純資産合計

当期
（ 年 月 日）

　 資産の部 　 　
　 　 流動資産 　

現金及び預金
信託現金及び信託預金
営業未収入金
前払費用
その他
貸倒引当金 △
流動資産合計

　 　 固定資産
有形固定資産
建物
構築物
機械及び装置
工具、器具及び備品
土地
信託建物
信託構築物
信託機械及び装置
信託工具、器具及び備品
信託土地
信託建設仮勘定
有形固定資産合計

無形固定資産
借地権
信託借地権
その他
無形固定資産合計

投資その他の資産
投資有価証券
長期前払費用
差入保証金
信託差入保証金
その他
投資その他の資産合計

固定資産合計
　 　 繰延資産

投資口交付費
投資法人債発行費
繰延資産合計

　 　 資産合計
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損益計算書
当期

（自 年 月 日　至 年 月 日）
不動産賃貸事業収入

賃貸事業収入
賃貸料収入
共益費収入
駐車場収入

計
その他収入
付帯収入
その他

計
不動産賃貸事業収入合計

不動産賃貸事業費用
賃貸事業費用
公租公課
管理業務等委託費用
水道光熱費
修繕費
損害保険料
信託報酬
その他賃貸事業費用
減価償却費

不動産賃貸事業費用合計

不動産賃貸事業損益　

当期
（自 年 月 日　至 年 月 日）

　営業収益 　 　
賃貸事業収入
受取配当金
不動産等売却益
営業収益合計

　営業費用 　
賃貸事業費用
不動産等売却損
資産運用報酬
資産保管手数料
一般事務委託手数料
役員報酬
租税公課
貸倒引当金繰入額
貸倒損失
その他営業費用
営業費用合計

　営業利益 　
営業外収益
受取利息
受取補償金
未払分配金戻入
貸倒引当金戻入額
その他
営業外収益合計

営業外費用
支払利息
投資法人債利息
投資口交付費償却
投資法人債発行費償却
投資口公開関連費用
融資関連費用
その他
営業外費用合計

　経常利益 　
　税引前当期純利益
法人税、住民税及び事業税
法人税等合計

　当期純利益
前期繰越利益

　当期未処分利益又は当期未処理損失 △

（単位：千円）
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ポートフォリオ・マップ

合計 物件

年 月 日現在



Advance Residence Investment Corporation

Advance Residence Investment Corporation

ポートフォリオ一覧
物件 物件名称 所在地 建築時期 賃貸可能 

戸数
取得価格  
百万円

投資 
比率

算定価格
百万円

期末簿価  
百万円

含み
損益率 値 期末

稼働率
レジディア島津山 東京都品川区
レジディア中目黒 東京都目黒区
レジディア世田谷弦巻 東京都世田谷区
レジディア池尻大橋 東京都世田谷区
レジディア九段下 東京都千代田区
レジディア幡ヶ谷 東京都渋谷区
レジディア桜上水 東京都世田谷区
レジディア北品川 東京都品川区
レジディア代々木の杜 東京都渋谷区
レジディア新宿イーストⅢ 東京都新宿区
レオパレス宇田川町マンション 東京都渋谷区
レジディア新宿イーストⅡ 東京都新宿区
レジディア新宿イースト 東京都新宿区
レジディア神田岩本町 東京都千代田区
レジディア麻布十番Ⅱ 東京都港区
レジディア恵比寿 東京都渋谷区
レジディア目黒 東京都品川区
レジディア広尾Ⅱ 東京都渋谷区
ピアネッタ汐留 東京都港区
レジディア駒沢大学 東京都世田谷区
レジディア代々木 東京都渋谷区
レジディア西新宿 東京都新宿区
レジディア経堂 東京都世田谷区
レジディア大井町 東京都品川区
レジディア恵比寿Ⅱ 東京都渋谷区
レジディア上落合 東京都新宿区
レジディア東品川 東京都品川区
レジディア目黒Ⅱ 東京都目黒区
レジディア虎ノ門 東京都港区
レジディア新御茶ノ水 東京都千代田区
レジディア神楽坂 東京都新宿区
レジディア大井町Ⅱ 東京都品川区
レジディア自由が丘 東京都目黒区
レジディア水道橋 東京都千代田区
レジディアタワー乃木坂 東京都港区
レジディア赤坂 東京都港区
レジディア西麻布 東京都港区
レジディア代官山 東京都渋谷区
レジディア市ヶ谷 東京都新宿区
レジディア六本木檜町公園 東京都港区
レジディアタワー目黒不動前 東京都品川区
レジディア三軒茶屋 東京都世田谷区
レジディア南青山 東京都港区
レジディア神田東 東京都千代田区
レジディア東麻布 東京都港区
レジディア恵比寿南 東京都渋谷区
レジディアタワー麻布十番 東京都港区
レジディア渋谷 東京都渋谷区
レジディア中延 東京都品川区
レジディア麻布台 東京都港区

物件 物件名称 所在地 建築時期 賃貸可能 
戸数

取得価格  
百万円

投資 
比率

算定価格
百万円

期末簿価  
百万円

含み
損益率 値 期末

稼働率
レジディア芝大門Ⅱ 東京都港区
レジディア神田 東京都千代田区
レジディア三軒茶屋Ⅱ 東京都世田谷区
レジディア西新宿Ⅱ 東京都新宿区
レジディア広尾南 東京都渋谷区
レジディア目白御留山 東京都新宿区
レジディア芝浦 東京都港区
レジディア御殿山 東京都品川区
レジディア祐天寺 東京都目黒区
パークタワー芝浦ベイワード 
アーバンウイング 東京都港区
レジディア上目黒 東京都目黒区
ウインザーハウス広尾 東京都渋谷区
レジディア北新宿 東京都新宿区
レジディア駒沢 東京都世田谷区
レジディア芝浦ＫＡＩＧＡＮ 東京都港区
レジディア市ヶ谷薬王寺 東京都新宿区
レジディア用賀 東京都世田谷区
レジディアタワー中目黒 東京都目黒区
レジディア笹塚Ⅱ 東京都渋谷区
レジディア目黒Ⅲ 東京都目黒区
レジディア自由が丘Ⅱ 東京都世田谷区
レジディア九段下Ⅱ 東京都千代田区
レジディア大森Ⅱ 東京都品川区
レジディア白金高輪 東京都港区

レジディア中落合 東京都新宿区
棟
棟
棟

レジディア中目黒Ⅱ 東京都目黒区
アルティスコート南青山 東京都港区
レジディア四谷三丁目 東京都新宿区
レジディア高輪桂坂 東京都港区
レジディア恵比寿Ⅲ 東京都渋谷区
レジディア新宿御苑 東京都新宿区
レジディア南品川 東京都品川区
チェスターコート御茶ノ水 東京都千代田区
レジディア神田岩本町Ⅱ 東京都千代田区
レジディア品川 東京都品川区
レジディア代々木Ⅱ 東京都渋谷区
レジディア中延Ⅱ 東京都品川区
レジディア御茶ノ水Ⅱ 東京都千代田区
レジディア三宿 東京都世田谷区
レジディア三越前 東京都中央区
レジディア蒲田 東京都大田区
レジディア池袋 東京都豊島区
レジディア文京本郷 東京都文京区
レジディア浅草橋 東京都台東区
メゾンエクレーレ江古田 東京都練馬区
レジディア上野御徒町 東京都台東区
レジディア文京本郷Ⅱ 東京都文京区
レジディア両国 東京都墨田区
レジディア東銀座 東京都中央区

（ 年 月 日現在）
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ポートフォリオ一覧
（ 年 月 日現在）

物件 物件名称 所在地
建築
時期

賃貸可能 
戸数

取得価格 
百万円

投資 
比率

算定価格
百万円

期末簿価 
百万円

含み
損益率 値 期末

稼働率
レジディア日本橋人形町Ⅱ 東京都中央区
レジディア大森東 東京都大田区
レジディア錦糸町 東京都墨田区
レジディア根岸 東京都台東区
レジディア新川 東京都中央区
レジディア上池袋 東京都豊島区
レジディア新中野 東京都中野区
レジディア文京湯島Ⅱ 東京都文京区
レジディア築地 東京都中央区
レジディア笹塚 東京都杉並区
レジディア京橋 東京都中央区
レジディア多摩川 東京都大田区
レジディア後楽園 東京都文京区
レジディア銀座東 東京都中央区
レジディア王子 東京都北区
レジディア目白Ⅱ 東京都豊島区
レジディア月島 東京都中央区
レジディア蒲田Ⅱ 東京都大田区
レジディア月島Ⅱ 東京都中央区
レジディア錦糸町Ⅱ 東京都墨田区
レジディア文京音羽 東京都文京区
レジディア文京千石 東京都文京区
レジディア文京湯島 東京都文京区
レジディア池上 東京都大田区
レジディア日本橋人形町 東京都中央区
レジディア文京千石Ⅱ 東京都文京区
レジディア入谷 東京都台東区
レジディア日本橋浜町 東京都中央区
レジディア新御徒町 東京都台東区
レジディア千鳥町 東京都大田区
レジディア新川Ⅱ 東京都中央区
レジディア目白 東京都豊島区
レジディア葛西 東京都江戸川区
レジディア日本橋馬喰町 東京都中央区
レジディア杉並方南町 東京都杉並区
レジディア新板橋 東京都板橋区
レジディア木場 東京都江東区
レジディア文京湯島Ⅲ 東京都文京区
レジディア文京本駒込 東京都文京区
レジディア月島Ⅲ 東京都中央区
レジディア南千住 東京都荒川区
レジディア荻窪 東京都杉並区
レジディア門前仲町 東京都江東区
レジディア御茶ノ水 東京都文京区
レジディア大森 東京都大田区
レジディア中村橋 東京都練馬区
レジディア勝どき 東京都中央区
レジディア文京音羽Ⅱ 東京都文京区
レジディア錦糸町Ⅲ 東京都江東区

物件 物件名称 所在地 建築時期 賃貸可能 
戸数

取得価格 
百万円

投資 
比率

算定価格
百万円

期末簿価  
百万円

含み
損益率 値 期末

稼働率
レジディア蒲田Ⅲ 東京都大田区

レジディアタワー上池袋 東京都豊島区
アネックス棟
パーク棟
タワー棟

レジディア高島平 東京都板橋区
レジディア志村坂上 東京都板橋区
レジディア志村坂上Ⅱ 東京都板橋区
レジディア志村坂上Ⅲ 東京都板橋区
レジディア池袋ウエスト 東京都豊島区
レジディア大島 東京都江東区
レジディア町屋 東京都荒川区
レジディア上野池之端 東京都台東区
レジディア練馬 東京都練馬区
レジディア東日本橋 東京都中央区
レジディア中野 東京都中野区
レジディア荻窪Ⅱ 東京都杉並区
レジディア南雪谷 東京都大田区
レジディア秋葉原 東京都台東区
レジディア浅草吾妻橋 東京都墨田区
レジディア大森Ⅲ 東京都大田区
レジディア日本橋馬喰町Ⅱ 東京都中央区
レジディア日本橋馬喰町Ⅲ 東京都中央区
レジディア文京本郷Ⅲ 東京都文京区
レジディア新御徒町Ⅱ 東京都台東区
レジディア亀戸 東京都江東区
レジディア高円寺 東京都杉並区
チェスターハウス川口 埼玉県川口市
レジディア東松戸 千葉県松戸市
レジディア新横浜 神奈川県横浜市
レジディア調布 東京都調布市
東京・スチューデントハウス和光 埼玉県和光市
レジディア国分寺 東京都国分寺市
レジディア横濱関内 神奈川県横浜市
レジディア大倉山 神奈川県横浜市
レジディア武蔵小杉 神奈川県川崎市

レジディア船橋Ⅰ・Ⅱ 千葉県船橋市 Ⅰ
Ⅱ

レジディア吉祥寺 東京都武蔵野市
パシフィックロイヤルコートみなとみ
らい　オーシャンタワー 神奈川県横浜市
ライフ＆シニアハウス港北２ 神奈川県横浜市
カレッジコート田無 東京都西東京市
レジディア浦安 千葉県浦安市
レジディア南行徳 千葉県市川市
レジディア浦安Ⅱ 千葉県浦安市
レジディア行徳 千葉県市川市
レジディア川崎 神奈川県川崎市
ココファン日吉 神奈川県横浜市
レジディア相模原 神奈川県相模原市
レジディア横濱馬車道 神奈川県横浜市
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Advance Residence Investment Corporation

ポートフォリオ一覧
（ 年 月 日現在）

物件 物件名称 所在地 建築時期 賃貸可能 
戸数

取得価格  
百万円

投資 
比率

算定価格
百万円

期末簿価  
百万円

含み
損益率 値 期末

稼働率
レジディア本厚木 神奈川県厚木市
レジディア船橋Ⅲ 千葉県船橋市
レジディア今出川 京都府京都市
レジディア東桜 愛知県名古屋市
レジディア亀山 三重県亀山市
レジディア緑地公園 大阪府豊中市

レジディア神戸ポートアイランド 兵庫県神戸市
サウス棟・セ
ンター棟
ノース棟

レジディア博多 福岡県福岡市
レジディア天神橋 大阪府大阪市
レジディア三宮東 兵庫県神戸市
KC21ビル 宮城県仙台市
レジディア靭公園 大阪府大阪市
レジディア京都駅前 京都府京都市
レジディア高岳 愛知県名古屋市
レジディア日比野 愛知県名古屋市
レジディア天神南 福岡県福岡市
レジディア博多駅南 福岡県福岡市
レジディア久屋大通II 愛知県名古屋市
レジディア南一条 北海道札幌市
レジディア大通西 北海道札幌市
レジディア北三条 北海道札幌市
レジディア白壁東 愛知県名古屋市
レジディア太秦 京都府京都市
レジディア泉 愛知県名古屋市
レジディア円山北五条 北海道札幌市
レジディア徳川 愛知県名古屋市
レジディア大通公園 北海道札幌市
レジディア谷町 大阪府大阪市
レジディア久屋大通 愛知県名古屋市
レジディア仙台宮町 宮城県仙台市
レジディア広瀬通 宮城県仙台市
レジディア江戸堀 大阪府大阪市
レジディア京町堀 大阪府大阪市
レジディア江坂 大阪府吹田市
レジディア西新 福岡県福岡市
レジディア鶴舞 愛知県名古屋市
レジディア神戸磯上 兵庫県神戸市
レジディア北二条イースト 北海道札幌市
レジディア心斎橋ウエスト 大阪府大阪市
レジディア丸の内 愛知県名古屋市
レジディア札幌駅前 北海道札幌市
レジディア御所東 京都府京都市
レジディア洛北 京都府京都市
レジディア都島Ⅰ・Ⅱ 大阪府大阪市
レジディアタワー仙台 宮城県仙台市
レジディア東桜Ⅱ 愛知県名古屋市

レジディア榴岡 宮城県仙台市

エリア別 物件数 賃貸可能戸数 取得価格
百万円 投資比率 算定価格

（百万円）
期末簿価
百万円 含み損益率

都心主要 区
都心部
首都圏
政令指定都市等

合計

物件 物件名称 所在地 建築
時期

賃貸可能 
戸数

取得価格  
百万円

投資 
比率

算定価格
百万円

期末簿価  
百万円

含み
損益率 値 期末

稼働率
レジディア神戸元町 兵庫県神戸市
レジディア仙台本町 宮城県仙台市
レジディア仙台原ノ町 宮城県仙台市
レジディア南一条イースト 北海道札幌市
レジディア新大阪 大阪府大阪市
レジディア岡山駅前 岡山県岡山市
レジディア京都岡崎 京都府京都市
レジディア仙台一番町 宮城県仙台市
レジディア北二条イーストⅡ 北海道札幌市
レジディア高宮 福岡県福岡市
レジディア桑園 北海道札幌市
レジディア天神 福岡県福岡市
レジディア薬院大通 福岡県福岡市
レジディア博多Ⅱ 福岡県福岡市
レジディア警固 福岡県福岡市
レジディア白壁 愛知県名古屋市
レジディア栄 愛知県名古屋市
レジディア千里藤白台 大阪府吹田市
レジディア千里万博公園 大阪府吹田市

物件合計 　 　
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資産運用会社について

所在地 東京都千代田区神田神保町一丁目 番地
神保町三井ビルディング 階

代表者 代表取締役社長　髙坂　健司
資本金の額 億円
事業内容 投資運用業
従業員数 名（社外取締役、社外監査役除く）
登録・認可等 宅地建物取引業者免許取得（免許番号：東京都知事 第 号）

宅建業務上の取引一任代理等の認可取得（認可番号：国土交通大臣認可第 号）
金融商品取引業者登録（関東財務局長（金商）第 号）
一級建築士事務所登録（東京都知事登録第 号）

運用会社ホームページ　

資産運用会社の主な取組み
✓ 一級建築士事務所登録
✓ 新卒社員採用（ 期計 名）

✓ 日本政策投資銀行による「 格付 」取得
✓ 社外エンジニアリング業務受注開始
✓ 学生向けリノベーションコンペ開催

防災・減災や事業継続への取り組みを行っている先進的な企業等を評価する格付けサービス

経理・決算 資金調達 運営管理計画の立案
資産の運用・管理

修繕・バリュー
アップ計画の立案

株主総会

取締役会

代表取締役社長

監査役

投資委員会

内部監査室

コンプライアンス委員会

コンプライアンス・リスク管理室

管理本部 運用本部

資産運用部 エンジニアリング部経理部 財務部

コンプライアンス・オフィサー

経営企画・人事
総務・広報・IR

経営管理部

投資計画の立案
資産の取得・売却

投資開発部

代表取締役社長　髙坂 健司



Advance Residence Investment Corporation

Advance Residence Investment Corporation

ホームページ

ホームページ上で決算情報や
保有物件に関する詳細な情報が

取得できます

掲載情報
✓ プレスリリース
✓ 開示資料（決算短信、決算説明資料等）
✓ ポートフォリオ構築方針（投資比率等）
✓ 物件概要（建築時期、戸数）
✓ 稼働率（毎月更新）
✓ 各物件の収益状況
✓ 資金調達条件
✓ サステナビリティに関する取組み
一部情報は、 データでのダウンロードも可能です。

ホームページアドレス　
各種情報を手軽にご利用できます

検索
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Advance Residence Investment Corporation

メモ
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Advance Residence Investment Corporation

メモ
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